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通信制大学の潜在需要に関する実証分析
― 高等教育の便益効果の観点から ―

田　島　貴　裕

１．は じ め に

　遠隔教育1）は，地理的に制約のある者や社会的弱者のための教育として，

1800年代中頃より組織的に開始された［1］。人口が多く国土が広い国では，古

くから重要な教育手段として位置づけられており，学習人口も多い［2］。遠隔

高等教育も同様であり，人口が多く国土が広い国や，発展途上国などで盛んに

行われている。成人教育としての遠隔高等教育の発展は著しく，1970年代から

は世界中で多くの大学が設立されている。特に，アメリカ［3］，中国［4］［5］，

インド［6］［7］，オーストラリア［8］の遠隔高等教育人口は年々増加しており，

高等教育全体に占める学生比率も高い。また，国土が狭くても，イギリス［9］

や韓国［10］のように，遠隔教育に対する評価が高く需要が多い国もある［11］。

　日本の遠隔高等教育機関も例外ではなく，1950年から通信制大学が開始さ

れ，開かれた高等教育機関として発展を遂げてきた。通信制大学が開始された

当初は，教育の民主化と教育の機会均等化の理念のもと，経済的理由で進学困

難な勤労青少年や，復員した学生，旧軍人，教員，農業・漁業，鉄鋼業従事者

など，多様な入学者であった［12］。1960年代から1970年代には，教員養成機

1） 遠隔教育（Distance Education）という用語は，郵便を使った教育である通信教
育（Correspondence Education）と区別するために用いられた用語である。しか
し広義の意味での遠隔教育は，教員と学生が同じ教室で教育を行う対面教育と対
比した教育として，通信教育を包括した概念として用いられることも多い。本稿
では，広義の意味で遠隔教育を用いる。
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関としての役割に加えて，経済発展や科学技術の高度化による有職社会人や高

学歴者の再教育に利用されるようになった。1980年代頃からは，教養目的や生

涯学習として利用されるようになった［13］。そして，生涯学習時代の到来と

社会経済の高度化・多様化により，高等教育機関全体に対する社会人の学びの

需要は増加し，通信制大学もその受け皿となるべく教育改革や規制緩和が行わ

れてきた。例えば，インターネット活用授業，いわゆるｅラーニングが対面教

育と同等に扱われるようになり，ｅラーニングにより全ての講義や単位修得試

験が可能になった。また，1998年には通信制大学院が制度化され，遠隔高等教

育は徐々に社会的にも認められるようになり，社会人学生の継続学習のための

手段として大きく期待された。その結果，1990年代前半から通信制大学および

学生数は急増した。しかし，2000年代中頃からは大学数の増加に反して期待よ

りも学生数は伸びず，近年ではむしろ減少傾向にあり，各大学の規模は縮小し

ている［14］。生涯学習時代の到来と社会経済の高度化・多様化によって，高

等教育機関で学ぶ社会人は増加しているにも関わらず，近年における日本の遠

隔高等教育は停滞してきている［11］。

　そこで，本稿では，近年の日本における遠隔高等教育，特に通信制大学につ

いて，どのような人が進学する可能性があるのか，潜在的な需要を検証する。

具体的には，通信制大学を卒業したことが無い大学卒の社会人を対象に，通信

制大学への進学希望調査を実施し，個人の大学卒業の経験や通信制大学の便益

に対する考えが，通信制大学の入学希望（進学需要）へどのような影響を与え

ているかを計量分析により明らかにする。また，分析結果から，通信制大学へ

の入学希望へ影響している要因について，影響の大きさを検証するために入学

希望確率に関するシミュレーションを行う。

　通信制大学への進学希望調査の対象者を大卒者以上とする理由は，通信制大

学への入学者のうち約４割の最終学歴が大卒であり［15］，年々在学生の大卒

者の比率も高くなっていることから，大卒者の教育需要は通信制大学全体の教

育需要へ大きな影響を及ぼすためである。さらに，各自の大学卒業の経験を踏

まえたうえで，通信制大学への入学希望や卒業便益に対して評価してもらうた
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めである。通信制大学に在籍する学生の年代は，伝統的な高等教育機関とは異

なり，在学生の９割が23歳以上の社会人で占められている［16］。18歳人口の

減少と高卒直後の大学進学率の上昇によって，18歳～22歳の若年者が通信制大

学へ入学する割合は年々減少しており，通信制大学の役割において，通学制大

学の代替手段という役割は弱まっている［17］。現在の通信制大学は，大卒資

格の取得の目的のみではなく，職業上の資格や専門知識・技術の取得，教養・

生涯学習など，多様な目的をもつ社会人のための学習機関として利用されてい

る。したがって，通信制大学は「大卒社会人の再教育の場」としての役割が大

きく，通信制大学全体の需要動向を探るうえで，大卒社会人の潜在需要を検証

することは重要である。

２．教育の経済的側面

　学習者における高等教育の役割について経済的な側面を考えると，余暇の活

用，大学生活への楽しみ，知的好奇心，仲間とのつながりなどを目的とした「消

費」的な側面と，就職・転職，資格の取得，職業上の知識・技術の獲得，昇進・

昇格などを目的とした「投資」的な側面がある。遠隔教育は成人学習の役割が

強く［18］，消費的な性質を有する生涯学習としてみなされることが多い。し

かし，国土が広大な国や発展途上国の遠隔教育では，義務教育や教員養成教育，

高等教育において人的資本を形成する手段として活用されており［19］，「教育」

である以上，投資的な性質も有している。Gaba［20］［21］［22］，Woodley

［23］，Woodley and Simpson［24］によるオープンユニバーシティ卒業者の

便益効果に関する調査では，期待通りではないものの，大学を卒業することで，

就職や昇進，昇給をもたらす効果があると報告している。放送大学による卒業

者調査では，回答者の8.7％が就職や昇進，昇給につながると報告している［25］。

齊藤・牟田［26］による放送大学卒業者の調査では，一般の大卒者と同等には

ならないものの，大学卒業による金銭的効果が認められている。したがって，

消費的な性質を有するとみなされているオープンユニバーシティや放送大学に
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おいても，必ずしも十分ではないが，就職・転職や昇進・昇格などの職業上の

便益効果が認められており，投資的な側面が確認されている。

　このような教育の経済的側面に着目した実証研究は，教育経済学の分野で多

数蓄積されている［27］。教育は様々な役割を持つため，教育経済学が研究対

象とする範囲は広範である。小塩・妹尾［28］は，教育の多面性を考慮して，

日本における教育経済学の実証研究を６テーマ－①人的資本論と教育の収益

率，②労働市場から見た教育，③教育成果の要因分析，④教育の産業分析，⑤

教育需要の決定要因，⑥教育と社会階層―に分類し，主要な実証研究をサーベ

イしている。ただし，全てが「伝統的な教育」に関する研究であり，遠隔教育

に関する実証研究に関しては，小塩らは注目していない。

　遠隔教育に関しては，そもそも研究自体が非常に少ない。この点ついて，藤

岡［29］は，「日本における通信教育の研究文献がほとんどないのは，教育研

究者の無関心さにほかならない」と指摘し，「本流の教育からはずれたものと

して歩まされてきた」と当時の状況についても述べている。この状況は現在で

もほとんど変わっていない。海外における遠隔教育研究も同様である［30］。

また，遠隔教育分野における研究は，理論に欠ける定性的，記述的な研究が多

いとされている［31］［32］［33］。遠隔教育の研究分野も，授業デザイン，教

授－学習活動，学習効果，メディア技術に関する研究に偏っている［34］。特に，

教育経済学的なアプローチからの実証研究はこれまでほとんど行われていな

い。したがって，本稿では通信制大学の教育需要を考察する上で，教育の持つ

消費的役割，投資的役割に着目し，それらがどのように個人の進学希望へ影響

しているか，実証的に解明を試みる。

３．分 析 方 法

３．１．調査概要

　調査は，NTTレゾナント株式会社「gooリサーチ」によるインターネット調

査モニターを対象として，2011年09月13日～2011年09月15日に実施した。調査
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対象者は， 同社により2011年３月上旬に実施された調査において，「４年制大

学卒業」または「大学卒業後に大学院修了」と回答した34,637名から1,865名を

無作為抽出し，500名を回収目標とした。その結果，有効回答者数は567名（通

信制大学卒業者44名，非卒業者523名）であった。調査内容は，通信制大学・

大学院への入学希望，メディアの学習効果に対する考え，大学卒業により得た

便益効果，通信制大学の卒業便益に対する考え，属性（年齢，性別，職業，年

収，家族構成）である。効果や便益に関する質問項目は，齋藤・牟田［26］お

よび放送大学［25］［35］による調査を参考とした。卒業の有無，属性の設問

以外は，「１：あてはまらない～５：あてはまる」の５件法により回答を依頼

した。

３．２．分析モデル

　本稿の分析の枠組みは，アンケートに基づく個票による質的選択モデルを用

いる。本調査の回答結果は５件法で実施されており，これは離散的で順序づけ

られたデータであるため，オーダードプロビットモデルによる推定を行う。需

要を分析するプロビットモデルは，通信制大学へ入学を希望するときを「Y＝

1」，それ以外のときを「Y＝0」，その事象の生起確率をProb（Y），Φ（・）を

標準正規分布関数とすると，

　　Prob（Y＝0）＝1－Φ（Xβ）

　　Prob（Y＝1）＝Φ（Xβ）

として表される［36］。Xは個人属性（年齢，性別，大学教育による効果，遠

隔教育に対する考えなどの個票データ），β はパラメータ，である。本分析で

使用するオーダードプロビットモデルは，プロビットモデルを拡張したモデル

である。すなわち，被説明変数として，「入学を希望する，しない」の二値選

択ではなく，多項選択変数を用いる。被説明変数の選択項目が i である確率

Prob（Y＝i）は，一般的に次のように示される。

　　Prob（Y＝0）＝1－Φ（－F）

　　Prob（Y＝1）＝Φ（θ1－F）－Φ（－F）
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　　Prob（Y＝i）＝Φ（θi－F）－Φ（θi－1－F）

　　　　・・・

　　Prob（Y＝k）＝1－Φ（θk－1－F）

　ただし，θiは閾値パラメータ，F＝Xβとする。

３．３．インターネット調査について

　インターネット調査の懸念事項として，回答者の偏りや，不正回答がある。

例えば，「常にパソコンでメールをチェックする環境にある人が回答する」「イ

ンターネットを頻繁に使用する若年層のみ回答する」や，「回答時間が極端に

短い」「すべて同じ選択肢や規則的な選択肢」「事前登録情報と回答が内容一致

しない」などがある。株式会社NTTレゾナントによる「gooリサーチ」では，

回答者の偏りに対して，調査依頼数を制限し，早期回答者に偏ることの無いよ

う，適切な調査依頼が行われている。不正回答対策としては，アンケートごと

に目視チェックを行い，不正回答者の管理リストを作成するなど，モニターに

対する管理を行っている。その他，他社よりも回答者の年齢層が高いという特

徴がある。

　また，インターネット調査では，その手軽さから，謝礼目的で多数の調査会

社に登録し頻繁にアンケートに回答する調査常習者（Professional 

Respondent）の問題が懸念されている。これに関して，調査常習者を排除し

ても調査結果には影響を及ぼさないが，インターネット調査モニターでは，「物

質・金銭志向」や「生活全般への不満・不安，社会に対する不公平感の強さ」

などの偏りをもつ集団となる傾向がみられることが検証されている［37］［38］。

また，インターネット調査であるか紙の調査であるかによらず，「モニター」

を使った調査の回答者は，従来型調査と比較して共通の特徴を持つことが指摘

されている［39］。このようなインターネット調査やモニター調査の特徴を考

慮して考察を行う必要がある。
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４．分　　　析

４．１．変　　数

　本分析のオーダードプロビットモデルにおける被説明変数は，⑴通信制大学

へ入学し卒業を目指したい，⑵通信制大学院へ入学し，修士・博士の取得を目

指したい，⑶科目等履修生や聴講生として学びたい，という３種類の入学希望

確率とする。説明変数として，通信制大学の主な学習手段である「郵便物によ

る講義」および「インターネットによる講義」の学習効果に対する考えを取り

上げる。また，大学卒業により得た教育便益が通信制大学への入学希望に及ぼ

す影響を検証するため，大学を卒業したことにより得られた便益効果を取り上

げる。大学卒業により得た便益効果は，投資的役割が強い「職場での昇任・昇

格に繋がった（昇任・昇格）」「より多くの収入・給与を得た（収入・給与）」，

直接的な金銭便益ではないが投資的側面を持つ「専門知識，技術を身につけた

（専門知識・技術）」「人脈を広げることに役立った（人脈の拡大）」，消費的側

面を持つ「『大学生活』を楽しむことができた（大学生活）」「より勉強するこ

とが好きになった（勉強する楽しみ）」の６項目を変数として用いる。また，

通信制大学を卒業することにより得られると期待される便益効果も，同じ６項

目を変数として用いる。その他，個人属性として，世帯収入ダミー，年代ダミー，

性別ダミー，有職者ダミー，共働きダミー，私立大学卒業ダミー，大学院修了

ダミーを取り上げる。

４．２．分析結果

　各変数の記述統計量を表１へ示す。また，分析結果を表２へ示す。表２は，

⑴通信制大学，⑵通信制大学院，⑶科目等履修生の３つの推定モデルについて，

各説明変数に関する係数とz値，有意水準，各モデルの疑似決定係数，対数尤

度を示している。
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表１　記述統計量

変　　　　　　　　数 平均 最大 最小 標準偏差
入学希望

通信制大学へ入学し，卒業を目指したい 1.834  5 1 1.031 
通信制大学院へ入学し，修士・博士の取得を目指したい 1.956  5 1 1.099 
科目等履修生や聴講生として学びたい 2.394  5 1 1.287 

メディアの学習効果に対する考え
郵便物による講義 3.059  5 1 1.011 
インターネットによる講義 3.568  5 1 0.935 

大学卒業により得た便益効果
職場での昇任・昇格に繋がった 2.465  5 1 1.279 
より多くの収入・給与を得た 2.885  5 1 1.304 
専門知識，技術を身につけた 3.621  5 1 1.240 
人脈を広げることに役立った 3.273  5 1 1.178 
「大学生活」を楽しむことができた 3.799  5 1 1.146 
より勉強することが好きになった 3.199  5 1 1.136 

通信制大学に対する考え
職場での昇任・昇格に役立ちそうだ 2.841  5 1 1.015 
より多くの収入・給与を得られそうだ 2.799  5 1 0.981 
専門知識，技術が身につきそうだ 3.340  5 1 1.035 
人脈を広げることに役立ちそうだ 2.587  5 1 1.092 
「大学生活」を楽しむことができそうだ 2.499  5 1 1.018 
勉強する楽しみを見つけることができそうだ 3.220  5 1 1.048 

世帯収入ダミー
500万未満 0.275  1 0 0.447 
500万以上700万未満 0.216  1 0 0.412 
700万以上 0.380  1 0 0.486 
非回答 0.128  1 0 0.335 

年代ダミー
30代以下 0.367  1 0 0.482 
40代 0.273  1 0 0.446 
50代以上 0.359  1 0 0.480 

性別ダミー
女性＝1 0.293  1 0 0.455 

就業状況ダミー
有職者＝1 0.772  1 0 0.420 
共働き＝1 0.293  1 0 0.455 

学歴ダミー
私立大学卒業＝1 0.499  1 0 0.500 
大学院修了＝1 0.438  1 0 0.497 

サンプル数：523
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表２　推定結果

変　　　数
⑴通信制大学 ⑵通信制大学院 ⑶科目等履修生
係数  ｚ値 係数  ｚ値 係数  ｚ値

メディアの学習効果に対する考え
郵便物による講義 0.290 　4.18 ＊＊＊ 　　0.225  　3.40 ＊＊＊ 0.160 　2.54 ＊＊

インターネットによる講義 －0.017 －0.22 　　0.054  　0.71  0.095 　1.31 
大学卒業により得た便益効果

昇任・昇格 －0.053 －0.90  　　0.084  　1.44  0.086 　1.58 
収入・給与
専門知識・技術

－0.027 －0.47  　－0.065  －1.12  －0.061 －1.07 
－0.063 －1.13  　－0.131  －2.32 ＊＊ 0.013 　0.24 

人脈の拡大 －0.029 －0.51  　　0.009  　0.16  0.004 　0.08 
大学生活 －0.120 －2.11 ＊＊  　－0.110  －1.92 ＊ －0.067 －1.16 
勉強する楽しみ 0.077 　1.19  　　0.154  　2.39 ＊＊ 0.029 　0.46 

通信制大学に対する考え
昇任・昇格 －0.054 －0.55  　　0.050  　0.56  0.049 　0.58 
収入・給与 0.239 　2.13 ＊＊ 　　0.172  　1.83 ＊ 0.036 　0.37 
専門知識・技術 －0.080 －0.95  　　0.033  　0.43  0.063 　0.76 
人脈の拡大 0.022 　0.26  　　0.018  　0.22  －0.019 －0.22 
大学生活 0.219 　2.66 ＊＊＊ 　　0.196  　2.55 ＊＊ 0.128 　1.55 
勉強する楽しみ 0.148 　1.84 ＊ 　　0.050  　0.70  0.162 　2.06 ＊＊

世帯収入（500万以上700万未満を基準）
500万未満 0.369 　2.50 ＊＊ 　　0.330  　2.20 ＊＊ 0.055 　0.40 
700万以上 0.072 　0.52  　　0.033  　0.24  0.005 　0.04 
非回答 0.382 　2.25 ＊＊ 　　0.408  　2.52 ＊＊ 0.346 　2.08 ＊＊

年代（40代を基準）
30代以下 0.050 　0.37  　　0.000  　0.00  0.183 　1.47 
50代以上 －0.175 －1.22  　－0.334  －2.28 ＊＊ －0.153 －1.15 

性別
女性 －0.061 －0.42  　－0.160  －1.14  0.075 　0.59 

就業状況
有職者 0.221 　1.48  　　0.321  　2.21 ＊＊ 0.090 　0.66 
共働き 0.139 　1.15  　　0.201  　1.61  0.043 　0.38 

学歴
私立大学卒業 －0.027 －0.25  　　0.009  　0.09  －0.084 －0.81 
大学院修了 －0.249 －2.15 ＊＊ 　－0.278  －2.30 ＊＊ －0.251 －2.28 ＊＊

閾値
1 1.696 　4.25 ＊＊＊ 　　2.099  　5.64 ＊＊＊ 1.666 　4.81 ＊＊＊

2 2.313 　5.71 ＊＊＊ 　　2.717  　7.17 ＊＊＊ 2.114 　6.03 ＊＊＊

3 3.320 　7.99 ＊＊＊ 　　3.637  　9.33 ＊＊＊ 2.813 　7.93 ＊＊＊

4 4.152 　9.14 ＊＊＊ 　　4.541   11.03 ＊＊＊ 3.907   10.33 ＊＊＊

擬似決定係数 0.092  　　0.101  0.067 
対数尤度 －573.530  －606.229  －713.548 

サンプル数：523　　　　　　　＊＊＊：１％有意水準， ＊＊：５％有意水準，＊：10％有意水準
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５．考　　　察

５．１．入学希望への影響要因

　表２の推定結果について，各変数が入学希望確率へ及ぼす影響を考察する。

全てのモデルにおいて，「郵便物による講義」の学習効果に対する考えは，正

の有意の効果を示している。通信制大学では，現在でも印刷物やレポート添削

を郵送する「郵便物による講義」が主流であるため，このような教育形態への

理解は，通信制大学への入学希望へ影響を及ぼすという当然の結果であるとい

える。ただし，「インターネットによる講義」の学習効果に対する考えは，有

意ではない。

　大学卒業により得られた便益効果が入学希望へ及ぼす影響をみると，モデル

１では「大学生活」，モデル２では「専門知識・技術」「大学生活」が有意に負

となっている。「大学生活を楽しむ」ことができたと感じた人は，通信制への

入学希望確率を低下させている。また，モデル２の「専門知識・技術」は負の

影響を及ぼしているが，大学卒業によりそれらを身につけているため，大学院

への進学は必要ないと考えていると推測される。一方，大学で学ぶことにより，

「勉強する楽しみ」があった場合，通信制大学院への入学希望確率は増加して

いる。「大学生活を楽しむ」という教育の消費的役割を感じた場合は，通信制

で学ぶ意欲は低下し，「勉強する楽しみ」という教育の消費的役割を感じた場

合は，より高度で専門的な学習志向があるといえる。

　通信制大学の卒業便益に対する考えの影響をみると，モデル１と２において

「収入・給与」「大学生活」は正の有意，モデル１と３において「勉強する楽

しみ」は正の有意な効果を示している。通信制大学・大学院に対して，金銭的

便益あるいは「大学生活」や「勉強への楽しみ」があると考えている場合，入

学希望確率は高くなっている。しかし，大学卒業により得た便益効果における

「大学生活」は，通信制大学の卒業便益における「大学生活」とは異なり，モ

デル１と２において負の影響を及ぼしていた。これは，通信制大学および通信

制大学院への進学希望要因の一つが「大学生活」に対する考え方であることを
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示唆している。そして，回答者が卒業した大学あるいは通学制の大学全般にお

ける「大学生活」と，通信制大学における「大学生活」の符号が異なるという

ことは，２つの「大学生活」を全く異なる経験だと捉えている割合が多いと推

測される。

　個人属性では，「大学院修了者」の場合，全てのモデルにおいて５％水準で

有意に負である。大学院修了者にとって，通信制での学びは魅力的ではないと

いえる。また，モデル１と３では個人属性の違いに大きな差はみられないが，

モデル２では，「50代以上」で５％水準で有意に負，「有職者」で５％水準で有

意に正である。一般に，生涯学習を目的とした入学希望者は，中高年層で余暇

のある退職者（無職）が多い。そのため，通信制大学院への入学希望者像は，

生涯学習を目的としているというよりも，「収入・給与」などを得ることを目

的とした比較的若い年代の有職者が多いと推測される。

５．２．入学希望確率シミュレーション

　次に，各モデルの統計的有意な項目について，入学希望確率へ及ぼす影響の

大きさを考察する。プロビットモデルの係数は直接的な影響力の大きさを表し

てはいないため，各説明変数の値を変化させたときの入学希望確率の変化をみ

ることにより，影響力を検証する。ここでは，「メディアの学習効果に対する

考え」「大学卒業により得た便益効果」「通信制大学に対する考え」の項目のう

ち，統計的有意な説明変数について入学希望確率をシミュレーションする。図

１は，統計的有意な変数であった「郵便物による講義の学習効果がある」とい

う説明変数について，「１．あてはまらない」～「５．あてはまる」まで変化

させたときの入学希望確率に関するシミュレーション結果である。その他の説

明変数は，平均値を使用している。入学希望確率は「４．すこしあてはまる」

「５．あてはまる」の合計確率である。図２，図３も同様な方法により当該説

明変数を変化させたときの入学希望確率の変化を示している。

　図１をみると，通信制大学と通信制大学院では，郵便物による講義の学習効

果に対する評価が「１．あてはまらない」～「５．あてはまる」まで変化した
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とき，入学希望確率の上昇幅は約12％と差異はほとんどないが，科目等履修生

では約19％とやや高くなっている。「郵便物による講義」に対する考えが，科

目等履修生の入学希望へ与える影響は大きいといえる。図２では，表２におけ

るモデル２の勉強する楽しみ以外の変数は負の符号であるため，右下がりの曲

線となっている。入学希望確率の変化は，通信制大学院の「専門知識・技術」

では－7.8％，通信制大学の「大学生活」は－5.3％，通信制大学院の「大学生活」

は－6.5％の低下を示し，通信制大学院の「勉強する楽しみ」は7.8％の上昇を

示している。専門知識・技術を大学時代に得た人ほど，通信制大学院への入学

希望確率は低くなる傾向にある。図３では，科目等履修生の「勉強する楽しみ」

が最も上昇幅が大きく，入学希望確率は12.7％から31.1％へ，18.4％の上昇を

示している。通信制大学の「収入・給与」と「大学生活」の入学希望確率の上

昇幅はともに10.3％，通信制大学院の「収入・給与」は9.6％，「大学生活」は

12.1％であり，概ね10％程度の上昇である。最も上昇幅が小さいのは，通信制

大学の「勉強する楽しみ」であり，5.4％となっている。つまり，「通信制大学

で勉強する楽しみを見つけることができる」，という考えは，大学入学希望へ

の影響は小さいものの，科目等履修生としての入学には大きな影響力を持って

いる。

　最後に，大学院を修了することによる入学希望確率の変化を検証する。大学

院修了ダミーを「１」と「０」，他の変数は平均値としたときの入学希望確率（『４．

すこしあてはまる』『５．あてはまる』の合計確率）は，通信制大学では5.5％

から3.2％へ約2.3％の低下，通信制大学院では8.5％から4.9％へ約3.6％の低下，

科目等履修生では25.2％から17.9％へ約7.3％の低下がみられる。大学院を修了

することは入学希望に対して負の効果があるが，特に科目等履修生には強い影

響を及ぼすことが明らかとなった。
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図１　入学希望確率シミュレーション－郵便物による講義に対する評価

図２　入学希望確率シミュレーション－大学卒業により得た便益効果
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６．今後の課題

　本稿では，個人の大学卒業により得られた便益効果や通信制大学の便益効果

に対する考えが，通信制大学の入学希望（進学需要）へどのような影響を与え

ているかについて，オーダードプロビットモデルによる推定とシミュレーショ

ンにより検証を行った。その結果，次の知見が得られた：

　⒜�　通信制大学の主要な学習形態の一つである「郵便物による講義」に対し

て，学習効果があると考える人ほど，通信制への入学希望確率は上昇する。

　⒝�　大学卒業により多くの「収入・給与」が得られた人や，「大学生活」を

楽しむことができた人は，通信制大学および通信制大学院への入学希望確

率が減少する。ただし，「勉強する楽しみ」を見出した人は，通信制大学

院への入学希望確率は上昇する。

　⒞�　通信制大学を卒業することで「より多くの収入・給与」「大学生活の楽

しみ」「勉強する楽しみ」が得られると考える人は，通信制への入学希望

図３　入学希望確率シミュレーション－通信制大学に対する考え
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確率は上昇する。特に，勉強する楽しみがあるという考えは，科目等履修

生への入学希望へ大きな影響を及ぼしている。

　⒟　大学院を修了している人は，通信制への入学希望確率は低い。

　今後の課題としては，大卒者以外に関する潜在需要の分析である。大学を卒

業していない社会人や現役高校生等が，通信制大学に対してどのような認識を

持ち，高等教育機関としてどのような役割を期待しているのか，そして，どの

ような条件下で進学を希望するのか，等について検証する必要がある。

　また，今回の調査では，卒業者のサンプル数が44名しか回収できず，実際の

入学者像と，入学希望者像が一致しているかの検証は出来ていない。通信制大

学の卒業者の追跡調査は，全国に卒業生が点在していたり，同窓会もない場合

もあるなど難しい。今回，Ａ社による1000名を対象としたプレ調査では，通信

制大学（放送大学，大学院を含む）の卒業者数は，23名，出現率2.3％であった。

Ｂ社による約5000名を対象としたプレ調査では80名，出現率1.7％であった。

卒業者に対する調査は，定量分析は困難であると予測されるため，インタビュー

などによる質的調査の検討が必要である。
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